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茨城県県土利用の調整に関する基本要綱の概要 

 

 

１ 目的 

  大規模な土地開発事業の計画に関し、関連する法令等を調整するための事前協議制度を設けることに

より、その適正な施行を確保し、総合的かつ計画的な県土の利用を図る。 

 

２ 適用となる土地開発事業 

 適用事業 適用除外 

① 

都市計画法第29条に規定する開発行為の許可を

要する土地開発事業であって、開発区域面積が 

５ha以上又は開発区域内に４ha超の農地を含む

もの 

・都市計画法に基づく用途地域内で、当該用途

に適合した土地開発事業 

・国、県、事務処理市町村等が行う土地開発事

業 

② 

茨城県土地開発事業の適正化に関する指導要綱

に規定する設計承認を要する土地開発事業であ

って、開発区域面積が５ha以上又は開発区域内

に４ha超の農地を含むもの 

（土採取事業の場合、３ha以上又は採取量が 

15万㎥以上のもの） 

・過去に開発行為の許可又は設計承認を受け、 

土地開発事業が行われた区域内で行う土地開

発事業 

 

３ 手続の流れ  

関連法令等に基づく許可申請等の前に、本要綱に基づく事前協議を行い、承認を得る必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 

 

４ 承認の基準 

  ・ 開発区域に含まないとされている関連法令等に基づく地域、区域等を原則含まないこと。 

・ 開発区域の周辺の自然又は生活環境との調和が図られていること。 

・ 関連法令等に基づく許認可の見通しがあること。  等 

※ 承認基準の適否は、県関係課で構成する県土地利用合理化協議会における協議の上で判断 

 

５ 留意点  

 ・ 本要綱に基づく協議申出は、市町村や県関係課との事前調整を概ね了し、関連法令等に基づく許認

可（立地基準の充足等）の見通しが立った段階としていること。 

・ 本要綱に基づく協議申出から結果判断までの期間は、県関係課等との事前調整の状況や、市町村

長意見書の作成期間等により大きく影響を受けるため、十分な事前調整が必要となること。 
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〔県土利用の調整に関する基本要綱の手続〕 


